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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自動変速機液組成物であって、
　（ａ）主要の基油；
　（ｂ）スクシンイミド、ビス－スクシンイミド、グリセロールエステルおよびイミダゾ
リンから成る群から選択される一種類以上の摩擦調整剤；ここで一種類以上の摩擦調整剤
によってもたらされる全窒素含有量は３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である、また
　（ｃ）コハク酸エステル分散剤、コハク酸エステルアミド分散剤、マンニッヒ塩基分散
剤、これらのリン酸化された形態およびこれらのホウ素化された形態から成る群から選択
される一種類以上の無灰分散剤；ここで一種類以上の無灰分散剤によってもたらされる全
窒素含有量は５００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である、
を含んでなり、ここで該自動変速機液の動粘度は１００℃で４ｃＳｔから６．５ｃＳｔで
あり、またブルックフィールド粘度は－４０℃で４，０００ｃＰから２０，０００ｃＰで
ある、
組成物。
【請求項２】
　請求項１の自動変速機液組成物であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤が化学式（Ｉ
）のスクシンイミドを含んで成り、：
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【化１】

　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されてなく、５から３０の炭
素原子を含んでなる直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、Ｒ'は水
素、１から３０の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、およびアリール基、及びヘテ
ロ原子を含むそれらの類似体から成る群から選択される、
組成物。
【請求項３】
　自動変速機液組成物であって、
　（ａ）主要量の基油；
　（ｂ）次の（１）から（３）からなる群から選択された一種類以上の摩擦調整剤：
　　　　（１）化学式（Ｉ）のスクシンイミド：
【化２】

　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されてなく、５から３０の炭
素原子を含んでなる直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、Ｒ'は水
素、１から３０の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、およびアリール基、及びヘテ
ロ原子を含むそれらの類似体ら成る群から選択される、
（２）化学式（ＩＩ）のビス－スクシンイミド：
【化３】

　ここでＲ1はＣ６からＣ３０の以下の化学式で表される異性化アルケニル基であり、
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【化４】

　ここでｘおよびｙはその合計が１から３０となる独立した整数であり、
　Ｒは水素、Ｃ１からＣ２５の直鎖あるいは分岐鎖のアルキルラジカル、Ｃ１からＣ１２
のアルコキシラジカル、およびＣ２からＣ６のアルキレンラジカルから成る群から独立し
て選択され、
　ａは１から６までの整数であり、また
　ｂは０、あるいは１から１０までの整数である、
（３）化学式（ＩＩＩ）、（ＩＶ）のイミダゾリン、またはそれらの混合物：
【化５】

　ここでＲ1はＣ3からＣ30の直鎖または分岐のアルキル、アルケニル、アリール、あるい
はそれらのヘテロ原子誘導体、またはプロピレン、イソブチレン、および末端、内部、お
よびビニリデン二重結合を有する高級オレフィン、及びそれらのヘテロ原子誘導体から誘
導したオリゴマー／ポリマーとしてのヒドロカルビル基を含んで成り、ここでｎは０から
５の範囲にある、及び
　（ｃ）コハク酸エステル分散剤、コハク酸エステルアミド分散剤、マンニッヒ塩基分散
剤、これらのリン酸化された形態およびこれらのホウ素化された形態から成る群から選択
される一種類以上の無灰分散剤；
　ここで一種類以上の摩擦調整剤によってもたらされる自動変速機液中の全窒素含有量は
３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上であり、また一種類以上の分散剤によってもたらされる
全窒素含有量は５００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である、
を含んでなり、
　ここで該自動変速機の動粘度は１００℃で４ｃＳｔから６．５ｃＳｔであり、またブル
ックフィールド粘度は－４０℃で４，０００ｃＰから２０，０００ｃＰである、
組成物。
【請求項４】
　（ａ）から（ｃ）までを含んでなる有効量のパワートランスミッション液を使用するこ
とにより、自動変速機装置の摩擦耐久性を改良する方法であって、
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　（ａ）主要量の基油；
　（ｂ）スクシンイミド、ビス－スクシンイミド、グリセロールエステルおよびイミダゾ
リンから成る群から選択される一種類以上の摩擦調整剤；ここで一種類以上の摩擦調整剤
によってもたらされる全窒素含有量は３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である、及び
　（ｃ）コハク酸エステル分散剤、コハク酸エステルアミド分散剤、マンニッヒ塩基分散
剤、これらのリン酸化された形態およびこれらのホウ素化された形態から成る群から選択
される一種類以上の無灰分散剤；ここで一種類以上の無灰分散剤によってもたらされる全
窒素含有量は５００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である、
　ここで該パワートランスミッション液の動粘度は１００℃で４ｃＳｔから６．５ｃＳｔ
であり、またブルックフィールド粘度は－４０℃で４，０００ｃＰから２０，０００ｃＰ
である、
方法。
【請求項５】
　請求項４の方法であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤が化学式（Ｉ）のスクシンイ
ミドを含んで成り、
【化６】

　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されておらず、そして５から
３０の炭素原子を含んだ直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、また
Ｒ'は水素、１から３０の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、およびアリール基、
及びヘテロ原子を含むそれらの類似体から成る群から選択される、
方法。
【請求項６】
　以下の（ａ）および（ｂ）を含んで成る自動変速機液のトップ処理剤であって、
　（ａ）スクシンイミド、ビス－スクシンイミド、グリセロールエステルおよびイミダゾ
リンから成る群から選択される一種類以上の摩擦調整剤；ここで一種類以上の摩擦調整剤
によってもたらされる全窒素含有量は３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である、
　（ｂ）コハク酸エステル分散剤、コハク酸エステルアミド分散剤、マンニッヒ塩基分散
剤、これらのリン酸化された形態およびこれらのホウ素化された形態から成る群から選択
される一種類以上の無灰分散剤、ここで一種類以上の無灰分散剤によってもたらされる全
窒素含有量は５００ｐｐｍあるいはそれ以上である、
のトップ処理剤。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　当出願は、米国特許法第§１１９（ｅ）に基づき、そのすべての開示および内容があら
ゆる目的のために引用することにより本出願に組み込まれている、２００５年３月２３日
提出の特許仮出願番号第６０／６６４，３６３号に基づく優先権の利益を請求する。
【技術分野】
【０００２】
　本開示は、一種類以上の摩擦調整剤および一種類以上の無灰分散剤を含んで成るパワー
トランスミッション液組成物に関し、ここで一種類以上の摩擦調整剤によってもたらされ
る全窒素含有量は約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上であり、また一種類以上の無灰分散
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剤によってもたらされる全窒素含有量は約５００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である。
【背景技術】
【０００３】
　自動車のパワートランスミッション液は、温度および圧力の非常に厳しい条件下で特定
の摩擦特性を提供することが要求される。これらの条件の結果生じる、相対的滑り速度、
温度、または圧力の関数としての流体の摩擦特性の変化は、車を操作している人に即座に
認識されるような性能の低下の原因となり得る。このような影響として、ギヤーシフトに
かかる時間が不当に長いまたは短い、車の揺れまたは振動、雑音、および／またはハーシ
ュシフト（「ギアチェンジショック」）などが含まれる。したがって、高温、高圧の条件
下における摩擦変化が最小である変速機液が必要となる。このような変速機液は、液の交
換の間隔を最大限に伸ばすと同時に、機器および性能上の問題を最小限に抑える。トルク
コンバータとシフトクラッチの滑らかな噛み合いを可能にすることにより、これらの変速
機液は揺れ、振動、および／または雑音を最小化し、また場合によっては、液のより長い
耐用期間にわたって燃費を改善する。
【０００４】
　摩擦調整剤は、低滑り速度において表面（例えばトルクコンバータクラッチまたはシフ
トクラッチの部材）間の摩擦を低減するために、自動変速機液において使用される。結果
として右上がりの傾斜を持つ摩擦対速度（μ－ｖ）の傾斜が得られ、ひいてはクラッチ操
作が滑らかになり、「スティック・スリップ」動作（例えば揺れ、雑音、シフトショック
）が最小化される。しかしながら、従来の有機摩擦調整剤の多くは熱に不安定である。こ
れらの添加剤は長時間熱にさらされると分解し、クラッチの性能にもたらされる効能が失
われる。
【０００５】
　特許文献１は、内燃エンジンのクランクケース内で使用される、油溶性の摩擦減少添加
剤を開示している。約０．０５重量パーセントから約３重量パーセントの量で当該添加剤
が潤滑油に加えられ、モーターオイルが作られる。当添加剤はまた、ディーゼル燃料やガ
ソリンのような燃料組成物にも使用される。燃料組成物には、約０．００１重量パーセン
トから約０．２５重量パーセントの添加剤が含まれ得る。
【０００６】
　特許文献２は、潤滑組成物内に約０．１重量％から約２．０重量％の量で存在する摩擦
減少添加剤を開示している。当潤滑組成物は湿式ブレーキシステムに使用される。
【０００７】
　特許文献３は、少なくとも一つのスクシンイミド誘導体の約０．２５％から約１５％を
含む潤滑組成物を開示している。０．５重量％または０．２５重量％のスクシンイミド摩
擦調整剤を含んだ混合ギアオイル２、４、および６が開示されている。当潤滑組成物は、
差動制限装置の作動中のクラッチ板のすべりにより生じる雑音を減少させるために使用さ
れる。
【０００８】
　特許文献４は、約０．０３％から１％未満のＣ１８－Ｃ２４のアルケニルスクシンイミ
ドを含んだ作動液を開示している。
【０００９】
　特許文献５は、約１０％から約８０％の油溶性スクシンイミドを含んだ添加剤を開示し
ている。当添加剤は、手動変速機油や、後軸用潤滑剤のようなギアオイル中で使用される
組成物に使用され得る。
【００１０】
　特許文献６は、約０．０５重量％から約４重量％の量で、少なくとも一つの油溶性スク
シンイミドを含んだギアオイルを開示している。当ギアオイル添加剤濃縮物には、約１重
量％から約２０重量％の量で、少なくとも一つの油溶性スクシンイミドが含まれる。
【００１１】
　特許文献７は、１０重量％から３０重量％の、少なくとも一つの３－ヒドロカルビル－
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２，５－ジケトピロリジンを含んだ、油溶性のトップ処理添加剤濃縮物を開示している。
当特許はまた、０．０６重量％から４重量％の、少なくとも一つの３－ヒドロカルビル－
２，５－ジケトピロリジンを含んだギア潤滑組成物も開示している。
【特許文献１】欧州特許ＥＰ０　０２０　０３７号
【特許文献２】再発行特許第３４，４５９号
【特許文献３】米国特許第５，１２６，０６４号
【特許文献４】米国特許第５，７６７，０４５号
【特許文献５】米国特許第５，２２５，０９３号
【特許文献６】米国特許第５，９４２，４７０号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本開示に基づいて配合されたパワートランスミッション液は、摩擦耐久性の改良、また
はトルクコンバータとシフトクラッチの滑らかな噛み合いのための性能の改良の少なくと
も一つをもたらし、揺れ、振動、および／または雑音を最小化し、および／または燃費を
改善し得る。当パワートランスミッション液は、摩擦耐久性、すなわち当液が熱および酸
化的ストレスにさらされた場合にほとんど変化しない摩擦特性の向上をもたらす。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　一つの実施態様によると、自動変速機液は主要量の基油、一種類以上の摩擦調整剤、お
よび一種類以上の無灰分散剤を含んで成り、ここで一種類以上の摩擦調整剤によってもた
らされる全窒素含有量は約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上であり、また一種類以上の無
灰分散剤によってもたらされる全窒素含有量は約５００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である
。当自動変速機液の動粘度は１００℃で約４ｃＳｔから約６．５ｃＳｔ、またブルックフ
ィールド粘度は－４０℃で約４，０００ｃＰから約２０，０００ｃＰである。
【００１４】
　別の実施態様によると、自動変速機液組成物は主要量の基油、一種類以上の摩擦調整剤
、および一種類以上の無灰分散剤を含んで成る。当該の一種類以上の摩擦調整剤は以下の
（１）～（４）から成る群から選択される：
（１）化学式（Ｉ）で表されるスクシンイミド：
【００１５】
【化１】

【００１６】
　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されてなく、また約５から約
３０の炭素原子を含んだ直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、Ｒ’
は水素、約１から３０の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、およびアリール基、及
び類似体を含むそれらのヘテロ原子（窒素、酸素、または硫黄）から成る群から選択され
る。
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（２）化学式（ＩＩ）で表されるビス－スクシンイミド：
【００１７】
【化２】

【００１８】
　ここでＲ１は以下の式で表されるＣ６からＣ３０の異性化アルケニル基である：
【００１９】
【化３】

【００２０】
　ここでｘおよびｙはその合計が１から３０となる独立した整数であるか、または完全飽
和のアルキル類似体であり、
　Ｒは水素、Ｃ１からＣ２５の直鎖あるいは分岐鎖のアルキルラジカル、Ｃ１からＣ１２
のアルコキシラジカル、およびＣ２からＣ６のアルキレンラジカルから成る群から独立し
て選択され、
　ａは１から６までの整数であり、また
　ｂは０、あるいは１から１０までの整数である。
（３）化学式（ＩＩＩ）、（ＩＶ）によって表されるイミダゾリン、またはそれらの混合
物：
【００２１】
【化４】
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【００２２】
　ここでＲ１はＣ３からＣ３０の直鎖または分岐のアルキル、アルケニル、アリール、あ
るいはそれらのヘテロ原子誘導体、またはプロピレン、イソブチレン、および末端、内部
、およびビニリデン二重結合を有する高級オレフィン、及びそれらのヘテロ原子誘導体か
ら導かれたオリゴマー／ポリマーとしてのヒドロカルビル基を含んで成り、ｎは０から５
の範囲にある。そして、
（４）アミンまたはアミド。一種類以上の摩擦調整剤によってもたらされる自動変速機液
中の全窒素含有量は約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上であり、また一種類以上の分散剤
によってもたらされる全窒素含有量は約５００ｐｐｍあるいはそれ以上である。当自動変
速機液の動粘度は１００℃で約４ｃＳｔから約６．５ｃＳｔであり、またブルックフィー
ルド粘度は－４０℃で約４，０００ｃＰから約２０，０００ｃＰである。
【００２３】
　別の実施態様によると、自動変速機装置の摩擦耐久性を向上させる方法には、主要量の
基油、一種類以上の摩擦調整剤、および一種類以上の無灰分散剤を含んで成る有効量のパ
ワートランスミッション液を使用することが含まれ、ここで、一種類以上の摩擦調整剤に
よってもたらされる全窒素含有量は約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上であり、また一種
類以上の無灰分散剤によってもたらされる全窒素含有量は約５００ｐｐｍあるいはそれ以
上である。当パワートランスミッション液の動粘度は１００℃で約４ｃＳｔから約６．５
ｃＳｔであり、またブルックフィールド粘度は－４０℃で約４，０００ｃＰから約２０，
０００ｃＰである。
【００２４】
　別の実施態様によると、自動変速機液のトップ処理剤は一種類以上の摩擦調整剤および
一種類以上の無灰分散剤を含んで成り、ここで一種類以上の摩擦調整剤によってもたらさ
れる全窒素含有量は約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上であり、また一種類以上の無灰分
散剤によってもたらされる全窒素含有量は約５００ｐｐｍあるいはそれ以上である。
【００２５】
　当発明の追加的な目的および利点を以下の記述中で部分的に説明するが、部分的には記
述により自明であり、また当開示を実行することによっても理解される。当開示の目的お
よび利点は、添付の請求項で特に指摘された要素および組み合わせによって実現・遂行さ
れる。
【００２６】
　また、上述の概要も以下の詳述も、共に例示および説明のみを目的としたものであり、
請求されるように本開示を制限するものではないことを理解されたい。
発明の詳細な記述
　本開示に基づき、少なくとも一種類の摩擦調整剤を含んだ自動変速機液組成物が提供さ
れる。開示された流体組成物は、自動変速機、無段変速機、またはデュアルクラッチトラ
ンスミッションにおいて好適である。さらに、当自動変速機液は、滑りトルクコンバータ
クラッチ、ロックアップトルクコンバータクラッチ、スターティングクラッチ、および少
なくとも一つのシフトクラッチを備えた、少なくとも一種類の変速機において使用するの
に好適である。このような変速機には、四速、五速、六速、および七速の変速機、及びチ
ェーン、ベルト、ディスク、またはトロイダルタイプの無段変速機が含まれる。
【００２７】
　当クラッチは、紙、スチール、または炭素繊維のような、任意の適切な摩擦材料を含ん
で成り得る。
【００２８】
　当自動変速機液の動粘度は１００℃で約４ｃＳｔから約６．５ｃＳｔであり、またブル
ックフィールド粘度は－４０℃で約４，０００ｃＰから約２０，０００ｃＰである。摩擦
調整剤
　いくつかの実施態様において、当組成物は一種類以上の摩擦調整剤を含んで成る。当摩
擦調整剤には、スクシンイミド、ビス－スクシンイミド、アルキル化脂肪族アミン、エト
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キシル化脂肪族アミン、アミド、グリセロールエステル、およびイミダゾリンの少なくな
くとも一つ以上が含まれる。
スクシンイミド摩擦調整剤
　適切なスクシンイミド摩擦調整剤は、脂肪族カルボン酸、あるいはその無水物などのよ
うなアルケニルコハク酸、及びアンモニアから生成される。例えば、当スクシンイミドに
は、無水コハク酸、及びアンモニアの反応生成物が含まれる。当アルケニルコハク酸のア
ルケニル基は、短鎖のアルケニル基、例えば約１２から約３６の炭素原子を含んで成るア
ルケニル基である。さらに、当スクシンイミドは、約Ｃ１２から約Ｃ３６の脂肪族ヒドロ
カルビルスクシンイミドを含んで成る。さらに別の例として、当スクシンイミドは約Ｃ１

６から約Ｃ２８の脂肪族ヒドロカルビルスクシンイミドを含んで成る。また別の例では、
当スクシンイミドは約Ｃ１８から約Ｃ２４の脂肪族ヒドロカルビルスクシンイミドを含ん
で成る。
【００２９】
　当スクシンイミドは、その開示が引用することにより本出願に組み込まれている特許文
献１に記載されているように、無水コハク酸とアンモニアから生成される。
【００３０】
　いくつかの実施態様において、当スクシンイミド反応生成物は、少量の未反応オレフィ
ン、および化学式（ＩＩ）で表される酸アミドのアンモニウム塩を含んで成る：
【００３１】
【化５】

【００３２】
　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されてなく、そして約５から
約３０の炭素原子を含んだ直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、Ｘ
はＯ－ＮＨ４

＋およびＮＨ２から成る群から選択される。
【００３３】
　当スクシンイミドは、化学式（Ｉ）で表される化合物である：
【００３４】
【化６】

【００３５】
　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されてなく、そして約５から
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’は水素、約１から３０の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、およびアリール基、
及び類似体を含むそれらのヘテロ原子（窒素、酸素、または硫黄）から成る群から選択さ
れる。またＲの構造は以下の通りである：
【００３６】
【化７】

【００３７】
　ここでＲ１またはＲ２のいずれか一つだけが水素であり得る。またＲ１および／または
Ｒ２は独立して約１から約３４、例えば約５から約３０の炭素原子を含んで成る直鎖、分
岐、又は環状ラジカルであり、Ｒ１とＲ２の炭素原子の数の合計は約１１から約３５であ
る。さらにＲ１および／またはＲ２には、独立してアルコール、チオール、アミド、アミ
ン、カルボン酸、およびそれらの誘導体などの官能基が含まれる。いくつかの実施態様に
おいて、Ｒ１および／またはＲ２はまた、プロピレン、イソブチレン、および末端、内部
、およびビニリデン二重結合を含有する高級オレフィンから導かれたオリゴマーおよび／
またはポリマーから成る群から独立して選択される。Ｒ１およびＲ２の分子量は約３０ａ
ｍｕから約２００ａｍｕの範囲内、例えば約５０ａｍｕから約１００ａｍｕ、また別の例
では約６０ａｍｕから約８０ａｍｕであり得る。
【００３８】
　いくつかの実施態様において、マレイン酸、その無水物、またはそのエステルと、約１
２から約３６の炭素原子を含む内部オレフィンとを反応させることによって親無水コハク
酸が生成される。当該内部オレフィンは、直鎖－オレフィンあるいはそれらの混合物のオ
レフィン二重結合を異性化し、内部オレフィンの混合物を得ることによって生成される。
当反応には当モル量のアンモニアが使用され、また高温で水を除去しながら行なうことも
出来る。
ビス－スクシンイミド摩擦調整剤
　いくつかの実施態様において、摩擦調整剤は化学式（ＩＩ）で表されるビス－スクシン
イミドを含んで成る：
【００３９】
【化８】

【００４０】
　ここでＲ１は以下の化学式で表されるＣ６からＣ３０の異性化アルケニル基である：
【００４１】



(11) JP 4677359 B2 2011.4.27

10

20

30

40

50

【化９】

【００４２】
　ここでｘおよびｙはその合計が１から３０となる独立した整数であるか、または完全飽
和のアルキル類似体であり、
　Ｒは水素、Ｃ１からＣ２５の直鎖あるいは分岐鎖のアルキルラジカル、Ｃ１からＣ１２
のアルコキシラジカル、およびＣ２からＣ６のアルキレンラジカルから成る群から独立し
て選択され、
　ａは１から６までの整数であり、また
　ｂは０、あるいは１から１０までの整数である。
【００４３】
　このような摩擦調整剤は、引用することにより本出願に組み込まれている欧州特許第８
５６　０４２号に開示されている。
イミダゾリン摩擦調整剤
　別の好適な摩擦調整剤は、化学式（ＩＩＩ）、（ＩＶ）で表されるイミダゾリン、また
はそれらの混合物を含んで成る：
【００４４】

【化１０】

【００４５】
　ここでＲ１はＣ３からＣ３０の直鎖または分岐のアルキル、アルケニル、アリール、あ
るいはそれらのヘテロ原子誘導体、またはプロピレン、イソブチレン、および末端、内部
、およびビニリデン二重結合を有する高級オレフィン、またそれらのヘテロ原子誘導体か
ら導かれたオリゴマー／ポリマーとしてのヒドロカルビル基を含んで成る。またｎは０か
ら５の範囲にある。
【００４６】
　イミダゾリン摩擦調整剤は、化学式（ＩＩＩ）によって表される化合物と化学式（ＩＶ
）によって表される化合物とを含んだ混合物を生成する、ポリアミンと一番目の酸（Ｒ１

ＣＯＯＨ）との反応生成物を含んで成り得る。
【００４７】
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　一番目のカルボン酸とポリアミンのモル比は、反応生成物の所望の組成によって異なる
。一般に、当モル比は約１．０対２．０の範囲内、また別の例では約１．２対１．６の範
囲内で好適に選択される。例えば、モル比が低い場合、組成物は原則として、主に化学式
（ＩＩＩ）で表される化合物を含んで成り、一方モル比が高い場合は組成物は原則として
、主に化学式（ＩＶ）で表される化合物を含んで成る。モル比は一番目のカルボン酸のポ
リアミンに対する超過度に対応する。
【００４８】
　代表的な一番目の酸は、Ｒ１部分を与えるものである。Ｒ１部分は互いに独立している
ことができ、またＣ３からＣ３０の直鎖あるいは分岐のアルキル、アルケニル、またはア
リール基、あるいは一例としてヘテロ原子を有するアルキルなどのような、ヘテロ原子誘
導体であり得る。従って本発明は、一番目の酸の組み合わせを使用し、一つの実施態様に
ついて企図する。代表的なＲ１部分には、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ス
テアリン酸、イソステアリン酸、ドデセン酸、ヘキサデセン酸、オレイン酸、イソ－オレ
イン酸、リノール酸、アラキジン酸、またはそれらの任意の組み合わせなどのような脂肪
酸が含まれる。Ｒ１基には４－ドデシル安息香酸、２－ヘキサデシルニコチン酸、および
４－ポリイソブチル酸などのようなヒドロカルビル芳香族酸が含まれる。好適な摩擦調整
剤には、オレイン酸またはイソステアリン酸によって例示される脂肪酸とトリエチレンテ
トラミンのようなポリアミンとの反応によって得られる摩擦調整剤が含まれる。
【００４９】
　Ｒ１のヘテロ原子誘導体には、当技術分野に熟練した技術者に理解されているようにＯ
、Ｓ、Ｎ、および／またはＰ原子が含まれる。
【００５０】
　代表的なポリアミンは、化学式（ＩＩＩ）、（ＩＶ）、（ＶＩ）、および（ＶＩＩ）（
ｎ＝０から５）で表される化合物に見られるような直鎖構造であったり、また分岐構造で
あり得る。例示的なポリエチレンアミンは、－（ＣＨ２ＣＨ２ＮＨ）ｘ－の内部繰り返し
単位を含み、ここでｘは１から１０の整数、また別の例ではｘは１から６の整数であり得
る。化学式Ｈ２Ｎ－（ＣＨ２ＣＨ２ＮＨ）ｘ－ＣＨ２ＣＨ２ＮＨ２で表されｘが１である
場合には、ポリアミンはジエチレントリアミン、ｘが２である場合はトリエチレンテトラ
ミン、ｘが３である場合はテトラエチレンペンタミンであり、これらはみな好適なポリア
ミンである。高級ポリアミンの商業的混合物もまた好適である。アミノ基は、ｏ－フェニ
レンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルアミン、メラミ
ン、または中でも１，８－ジアミノ－ｐ－メンタンなどのように、芳香族あるいは脂肪族
環構造に接続しているか、またはそれらの一部であり得る。
【００５１】
　例えば、Ｃ１７Ｈ３３ＣＯＯＨのような選択された一番目の酸と、ｘ＝２であるような
選択された好適なポリアミンとを、モル比約４対３で、約１２０℃から約１８０℃の範囲
、例えば１５０℃などの、好適な高温下で、約５時間から約２０時間、別の例としては約
１２時間から約１６時間など、十分な時間反応させることによって、化学式（ＩＩＩ）お
よび（ＩＶ）で表され、Ｒ１がＣ１７Ｈ３５部分であるような化合物を含んだ反応生成物
を生成させることができる。今説明した化学式（ＩＩＩ）で表される化合物と、今説明し
た化学式（ＩＶ）で表される化合物との相対比は、原則として、約２：１である。ただし
他の比率となる可能性もある。化学式（Ｉ）で表される化合物と化学式（ＩＶ）で表され
る化合物との相対比は、カルボン酸とポリアミンとの比率によって決まる。
【００５２】
　当発明の一つの実施態様は、パワートランスミッション液や、化学式（ＩＩＩ）および
／または化学式（ＩＶ）で表される少なくとも一つの化合物を含んだ濃縮物のような流体
である。
【００５３】
　少なくとも一つの二番目の有機酸（Ｒ２ＣＯＯＨ）により、化学式（ＩＩＩ）および／
または（ＩＶ）で表される化合物を含んだ混合物（反応生成物）の後処理がなされる。当
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二番目の有機酸の量は、化学式（ＶＩ）で表される化合物と化学式（ＶＩＩ）で表される
化合物とを含んだ二番目の混合物（あるいは二番目の反応生成物）を得るため、反応性の
窒素原子をすべてアシル化するのに十分な量であり得る：
【００５４】
【化１１】

【００５５】
　アシル化の度合いは通常約０％以上から約１００％であり、さらに例示的には、例えば
約５０％から約１００％の範囲内であり得る。
【００５６】
　二番目の酸の代表は、Ｒ２部分を与える酸である。Ｒ２部分は互いに独立していること
ができ、またＣ３からＣ３０の直鎖あるいは分岐のアルキル、アルケニル、あるいはアリ
ール、または一例としてヘテロ原子を有するアルキルのような、それらのヘテロ原子誘導
体であり得る。当発明は従って、さらに一番目の酸の組み合わせを使用することも企図す
る。代表的な部分に、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、イソス
テアリン酸、ドデセン酸、ヘキサデセン酸、オレイン酸、イソ－オレイン酸、リノール酸
、アラキジン酸、またはそれらの任意の混合物のような、脂肪酸からのものが含まれる。
Ｒ２基は、４－ドデシル安息香酸、２－ヘキサデシルニコチン酸、または中でも４－ポリ
イソブチル安息香酸のような、ヒドロカルビル芳香族酸あるいはヘテロ芳香族酸を組み込
むことができる。
【００５７】
　Ｒ２のヘテロ原子誘導体には、当技術分野に熟練した技術者に理解されているようにＯ
、Ｓ、Ｎ、および／またはＰ原子が含まれる。
【００５８】
　ある実施態様は構造式（ＶＩ）および（ＶＩＩ）で表される一つ以上の化合物を含む。
【００５９】
　置換コハク酸またはその無水物のような、過剰の置換無水酸により、化学式（ＩＩＩ）
および（ＩＶ）で表される化合物を含んだ混合物の後処理がなされる。当置換有機酸また
はその無水物の量は、化学式（ＶＩＩＩ）で表される化合物と化学式（ＩＸ）で表される
化合物とを含んだ化合物の混合物を得るため、反応性の窒素原子をすべてあるいは一部を
アシル化するのに十分な量である：
【００６０】

【化１２】

【００６１】
　アシル化の度合いは通常約０％以上から約１００％であり、さらに例示的には、例えば
約５０％から約１００％の範囲内である。
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【００６２】
　当置換有機酸またはその無水物の代表例に、Ｒ３およびＲ４部分に対応する置換有機酸
またはその無水物がある。Ｒ３およびＲ４部分は互いに独立していることもあり、また適
切な試薬との組み合わせにより使用されることもある。Ｒ３およびＲ４基は、Ｈ、－ＯＨ
、－ＯＲ、－ＣＯＯＨ、－ＳＨ、－ＳＲ、直鎖または分岐のアルキル、アルケニルラディ
カルあるいはオリゴマーまたはポリマー形状のプロピレン、イソブチレン、および末端、
内部、およびビニリデン二重結合を有する高級オレフィン内のヒドロカルビル基から成る
群から選択される。Ｒ３およびＲ４の分子量は多様であり、１０００ａｍｕのように高く
ても良い。Ｒは３０以下、例えば１６から２２、の炭素原子を直鎖、分岐、または環状で
有するアルキルあるいはアルケニル基を表す。
【００６３】
　従って、置換有機酸またはその無水物の代表例には、低分子量で油溶性の酸またはその
無水物が含まれる。その例として無水コハク酸，　無水フタル酸、酒石酸、クエン酸、マ
レイン酸、およびメルカプトコハク酸が含まれる。
【００６４】
　好適な後処理の試薬は、線状α－オレフィンを酸触媒で異性化し、続いて無水マレイン
酸と反応させて生成した無水コハク酸である。このような生成法は、例えば、引用するこ
とにより本出願に組み込まれている、米国特許第６，５４８，４５８号、５，６２０，４
８６号、５，３９３，３０９号、５，０２１，１６９号、４，９５８０３４号、４，２３
４，４３５号、３，６７６，０８９号、３，３６１，６７３号、および３，１７２，８９
２号、及び欧州特許０６２３６３１　Ｂ１に記載されている。
【００６５】
　いくつかの実施態様において、摩擦調整剤は単独で、あるいは一種類以上の摩擦調整剤
との組み合わせで使用される。使用される摩擦調整剤の全量には、パワートランスミッシ
ョン液中に約３００ｐｐｍまたはそれ以上の全窒素含有量をもたらすのに十分な量が含ま
れる。さらに別の例では、使用される摩擦調整剤の全量には、約３００ｐｐｍから約３０
００ｐｐｍの全窒素含有量をもたらすのに十分な量が含まれる。またさらに別の例では、
使用される摩擦調整剤の全量には、約６００ｐｐｍから約３０００ｐｐｍの全窒素含有量
をもたらすのに十分な量が含まれる。また別の例では、使用される摩擦調整剤の全量には
、約８００ｐｐｍから約３０００ｐｐｍの全窒素含有量をもたらすのに十分な量が含まれ
る。
【００６６】
　窒素含有量はＡＳＴＭ　Ｄ５２９１を使用して決定される。この方法に基づき、試料を
燃焼させ、その燃焼ガスを窒素酸化物について分析する。
無灰分散剤
　パワートランスミッション液には、スクシンイミド分散剤、コハク酸エステル分散剤、
コハク酸エステルアミド分散剤、マンニッヒ塩基分散剤、それらのリン酸化された形態、
およびそれらのホウ素化された形態から成る群から選択された油溶性分散剤などのような
、一種類以上の分散剤が含まれる。当分散剤は、第２級アミノ基と反応することのできる
酸性分子によって覆われていることがある。ヒドロカルビル基の分子量は約６００から約
３０００の範囲、例えば約７５０から約２５００、また別の例では約９００から約１５０
０である。
【００６７】
　油溶性分散剤には、スクシンイミド分散剤、マンニッヒ塩基分散剤、およびポリマー性
ポリアミン分散剤のような無灰分散剤が含まれる。ヒドロカルビル置換コハク酸アシル化
剤を使用してヒドロカルビル置換スクシンイミドが生成される。当ヒドロカルビル置換コ
ハク酸アシル化剤には、ヒドロカルビル置換コハク酸、ヒドロカルビル置換無水コハク酸
、ヒドロカルビル置換コハク酸ハロゲン化物（特に酸フッ化物および酸塩化物）、及びヒ
ドロカルビル置換コハク酸のエステル、および低級アルコール（例えば炭素原子数が７以
下のもの）、すなわちカルボン酸アシル化剤として作用することのできるヒドロカルビル
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置換化合物が含まれ、またこれらに限定されない。
【００６８】
　ヒドロカルビル置換アシル化剤は、適切な分子量のポリオレフィンまたは塩化ポリオレ
フィンと無水マレイン酸とを反応させることによって生成される。同様のカルボン酸反応
物を使用しても、アシル化剤を生成させることができる。このような反応物には、マレイ
ン酸、フマル酸、マレイン酸、酒石酸、イタコン酸、無水イタコン酸、シトラコン酸、無
水シトラコン酸、メサコン酸、無水エチルマレイン酸、無水ジメチルマレイン酸、エチル
マレイン酸、ジメチルマレイン酸、ヘキシルマレイン酸、およびそれらに対応する酸ハロ
ゲン化物や低級脂肪族エステルを含むその他同様のものが含まれ、またこれらに限定され
ない。
【００６９】
　オレフィンの分子量は置換無水コハク酸の目的とする用途によって変わる。通常、当置
換無水コハク酸のヒドロカルビル基は約８から約５００の炭素原子を有する。しかしなが
ら、潤滑油分散剤の生成に使用される置換無水コハク酸のヒドロカルビル基は通常約４０
から約５００の炭素原子を有する。高分子量の置換無水コハク酸については、これらの置
換無水コハク酸の生成に使用されるオレフィンには、エチレン、プロピレン、およびイソ
ブチレンのような低分子量オレフィンモノマーのポリマー化の結果得られる、分子量の異
なった成分の混合物が含まれるため、数平均分子量（Ｍｎ）を使用した方がより正確であ
る。
【００７０】
　無水マレイン酸とオレフィンとのモル比は多種多様である。例えば約５：１から約１：
５、または例えば約１：１から約３：１とさまざまである。数平均分子量約５００から約
７０００、または他の例として約８００から約３０００あるいはそれ以上のポリイソブチ
レンのようなオレフィン、およびエチレンアルファ－オレフィンコポリマーと共に、化学
量論的に超過量の無水マレイン酸、例えばオレフィン１モルにつき約１．１から約３モル
の無水マレイン酸が使用されることがある。未反応の無水マレイン酸は、得られる反応混
合物から蒸発する。
【００７１】
　ポリアルケニル無水コハク酸は、接触水素化のような慣用の還元条件を使用することに
より、ポリアルキル無水コハク酸に変換される。接触水素化について好適な触媒は、炭素
上のパラジウムである。同様に、ポリアルケニルスクシンイミドも、同様の還元条件を使
用してポリアルキルスクシンイミドに変換される。
【００７２】
　ここで使用されている無水コハク酸の、ポリアルキルまたはポリアルケニル置換基は通
常、エチレン、プロピレン、およびブチレンのようなモノオレフィン、特に１－モノオレ
フィンのポリマーまたはコポリマーであるポリオレフィンから誘導される。使用されるモ
ノオレフィンは、約２から約２４の炭素原子、また別の例では約３から約１２の炭素原子
を有する。他の好適なモノオレフィンとして、プロピレン、ブチレン、特にイソブチレン
、１－オクテン、および１－デセンが挙げられる。ポリオレフィンは、ポリプロピレン、
ポリブテン、ポリイソブテン、および１－オクテンおよび１－デセンから生成されたポリ
アルファオレフィンを含む、このようなモノオレフィンから生成される。
【００７３】
　いくつかの実施態様において、無灰分散剤には、イミド基を形成することのできる、少
なくとも一つの第１級アミノ基を有するアミンのアルケニルスクシンイミドが一つ以上含
まれる。当アルケニルスクシンイミドは、アルケニル無水コハク酸、酸、酸－エステル、
酸ハロゲン化物、または低級アルキルエステルと、少なくとも一つの第１級アミノ基を含
んだアミンとを加熱するというような、従来からの方法により形成される。アルケニル無
水コハク酸は、ポリオレフィンと無水マレイン酸の混合物を約１８０℃から２２０℃に加
熱することにより、容易に生成される。当ポリオレフィンは、エチレン、プロピレン、イ
ソブテンなどのような低級モノオレフィンのポリマーまたはコポリマーであり、ゲル透過



(16) JP 4677359 B2 2011.4.27

10

20

30

40

50

クロマトグラフィー（ＧＰＣ）で決定されるように、約３００から約３０００の範囲の数
平均分子量を有する。
【００７４】
　無灰分散剤の形成に使用されるアミンには、反応してイミド基を形成することのできる
少なくとも一つの第１級アミノ基、及び少なくとも一つの更なる第１級又は第２級アミノ
基、および／または少なくとも一つのヒドロキシル基を有する任意のアミンが含まれる。
代表的な例として、Ｎ－メチル－プロパンジアミン、Ｎ－ドデシルプロパンジアミン、Ｎ
－アミノプロピル－ピペラジン、エタノールアミン、Ｎ－エタノール－エチレンジアミン
、その他がある。
【００７５】
　好適なアミンには、プロピレンジアミン、ジプロピレントリアミン、ジ－（１，２－ブ
チレン）トリアミン、およびテトラ－（１，２－プロピレン）ペンタミンのようなアルキ
レンポリアミンが含まれる。さらに別の例には、化学式Ｈ２Ｎ（ＣＨ２ＣＨ２ＮＨ）ｎＨ
で表されるエチレンポリアミンが含まれ、ここでｎは約１から約１０までの整数である。
これらにはエチレンジアミン、ジエチレントリアミン（ＤＥＴＡ）、トリエチレンテトラ
ミン（ＴＥＴＡ）、テトラエチレンペンタミン（ＴＥＰＡ）、ペンタエチレンヘキサミン
（ＰＥＨＡ）、およびｎが混合物の平均値であるようなそれらの混合物を含む、その他の
類似物が含まれる。このようなエチレンポリアミンは、両端に第１級アミンを有しており
、そのためモノ－アルケニルスクシンイミドおよびビス－アルケニルスクシンイミドを形
成することができる。市販のエチレンポリアミン混合物には、Ｎ－アミノエチルピペラジ
ン、Ｎ，Ｎ’－ビス（アミノエチル）ピペラジン、Ｎ，Ｎ’－ビス（ピペラジニル）エタ
ン、および同様の化合物などのような、少量の分岐種および環状種が含まれる。市販の混
合物は、ジエチレントリアミン対テトラエチレンペンタミンに対応する範囲に当てはまる
、おおよその全対的組成を有する。ポリアルケニル無水コハク酸とポリアルキレンポリア
ミンとのモル比は約１：１から約３．０：１である。
【００７６】
　いくつかの実施態様において、無灰分散剤には、ポリエチレンポリアミン、例えばトリ
エチレンテトラミンやテトラエチレンペンタミンと、炭化水素置換のカルボン酸またはそ
の無水物との反応生成物が含まれる。この炭化水素置換のカルボン酸またはその無水物は
、好適な分子量の、ポリイソブテンのようなポリオレフィンと、不飽和ポリカルボン酸ま
たはその無水物、例えば無水マレイン酸、マレイン酸、フマル酸、およびこのような物質
の二つ以上の混合物を含んだ類似物との反応により生成される。
【００７７】
　ここで説明されている分散剤の生成にもまた好適なポリアミンとして、以下のアミンが
含まれる：Ｎ－フェニルフェニレンジアミン、例えばＮ－フェニル－１，４－フェニレン
ジアミン、Ｎ－フェニル－１，３－フェニレンジアミン、およびＮ－フェニル－１，２－
フェニレンジアミンなどのようなＮ－アリールフェニレンジアミン；アミノチアゾール、
アミノベンゾチアゾール、アミノベンゾチアジアゾール、およびアミノアルキルチアゾー
ルなどのようなアミノチアゾール；アミノカルバゾール；アミノインドール；アミノピロ
ール；アミノ－インダゾリノン；アミノメルカプトトリアゾール；アミノペリミジン；　
１－（２－アミノエチル）イミダゾール、１－（３－アミノプロピル）イミダゾールなど
のようなアミノアルキルイミダゾール；および４－（３－アミノプロピル）モルホリンな
どのようなアミノアルキルモルホリン。これらのポリアミンについては、米国特許第４，
８６３，６２３号および５，０７５，３８３号に、より詳細に説明されている。このよう
なポリアミンは、最終生成物に耐磨耗や抗酸化などのような追加的な利点をもたらす。
【００７８】
　ヒドロカルビル置換スクシンイミドの生成に有用な追加的なポリアミンとして、米国特
許第５，６３４，９５１号および５，７２５，６１２号に教示されているように、分子中
に少なくとも一つの第１級または第２級アミノ基および少なくとも一つの第３級アミノ基
を有するポリアミンが含まれる。好適なポリアミンの例として、Ｎ，Ｎ，Ｎ”，Ｎ”－テ
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トラアルキルジアルキレントリアミン（末端に第３級アミノ基二つ、および中央に第２級
アミノ基一つ）、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－テトラアルキルトリアルキレンテトラミン（末端
に第３級アミノ基一つ、内部に第３級アミノ基二つ、および末端に第１級アミノ基一つ）
、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ”，Ｎ’”－ペンタアルキルトリアルキレンテトラミン（末端に第３
級アミノ基一つ、内部に第３級アミノ基二つ、および末端に第２級アミノ基一つ）、トリ
ス（ジアルキルアミノアルキル）－アミノアルキルメタン（末端に第３級アミノ基三つ、
および末端に第１級アミノ基一つ）、および同類の化合物が含まれ、ここでアルキル基は
同一または異なり、通常それぞれが約１２以下の炭素原子を含み、そしてそれぞれが約１
から約４の炭素原子を含む。さらに別の例として、これらのアルキル基はメチルおよび／
またはエチル基である。この種のポリアミン反応物にはジメチルアミノプロピルアミン（
ＤＭＡＰＡ）およびＮ－メチルピペラジンが含まれる。
【００７９】
　ここで使用されるのに好適なヒドロキシアミンには、ヒドロカルビル置換コハク酸また
はその無水物と反応することのできる少なくとも一つの第１級または第２級アミンを含ん
だ化合物、オリゴマー、あるいはポリマーが含まれる。ここで使用されるのに好適なヒド
ロキシアミンの例として、アミノエチルエタノールアミン（ＡＥＥＡ）、アミノプロピル
ジエタノールアミン（ＡＰＤＥＡ）、エタノールアミン、ジエタノールアミン（ＤＥＡ）
、部分的にプロポキシル化されたヘキサメチレンジアミン（例えばＨＭＤＡ－２ＰＯまた
はＨＭＤＡ－３ＰＯ）、３－アミノ－１，２－プロパンジオール、トリス（ヒドロキシメ
チル）アミノメタン、および２－アミノ－１，３－プロパンジオールが含まれる。
【００８０】
　アミンとヒドロカルビル置換コハク酸またはその無水物とのモル比は、約１：１から約
３．０：１の範囲である。アミンとヒドロカルビル置換コハク酸またはその無水物とのモ
ル比の別の例は、約１．５：１から約２．０：１の範囲である。
【００８１】
　上述の分散剤は、例えば米国特許第５，７８９，３５３号に記載されているように、例
えば分散剤を無水マレイン酸とホウ酸で処理することにより生成された、または例えば米
国特許第５，１３７，９８０号に記載されているように、分散剤をノニルフェノール、ホ
ルムアルデヒド、およびグリコール酸で処理することにより生成された、後処理された分
散剤であり得る。
【００８２】
　マンニッヒ塩基分散剤は、通常環上に長鎖アルキル置換基を有するアルキルフェノール
と、約１から約７の炭素原子を有する一つ以上の脂肪族アルデヒド（特にホルムアルデヒ
ドおよびそれらの誘導体）およびポリアミン（特にポリアルキレンポリアミン）との反応
生成物である。例えば、マンニッヒ塩基無灰分散剤は、１モル相当の長鎖炭化水素－置換
のフェノールと、約１から約２．５モルのホルムアルデヒドおよび約０．５から約２モル
のポリアルキレンポリアミンとを縮合することにより形成される。
【００８３】
　マンニッヒポリアミン分散剤を生成するための炭化水素源は、実質的に飽和した石油留
分および約２から約６の炭素原子を有するモノオレフィンのポリマーのようなオレフィン
ポリマーから誘導したものであり得る。当炭化水素源は通常、例えば少なくとも約４０の
炭素原子、また別の例としては少なくとも約５０の炭素原子を含み、分散剤に実質的な油
溶性を与える。ＧＰＣ数平均分子量が約６００から約５，０００の間のオレフィンポリマ
ーが、反応の容易さおよび低コストの理由で好適である。しかしながら、それ以上分子量
の大きいポリマーもまた使用することができる。特に好適な炭化水素源は、イソブチレン
ポリマー、およびイソブテンとラフィネート１流れの混合物から生成されたポリマーであ
る。
【００８４】
　好適なマンニッヒ塩基分散剤は、長鎖炭化水素－置換のフェノール約１モルと約１から
約２．５モルのホルムアルデヒドおよび約０．５から約２モルのポリアルキレンポリアミ
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ンとを縮合することにより形成されたマンニッヒ塩基無灰分散剤である。
【００８５】
　無灰分散剤として好適なポリマー性のポリアミン分散剤は、塩基性のアミン基および油
溶性の基（例えば少なくとも８つの炭素原子を有するペンダントアルキル基）を含むポリ
マーである。このような物質は、デシルメタクリレート、ビニルデシルエーテル、または
比較的高分子量のオレフィンなどのような各種モノマーと、アミノアルキルアクリレート
およびアミノアルキルアクリルアミドから形成されたインターポリマーにより例示される
。ポリマー性のポリアミン分散剤の例は、米国特許第３，３２９，６５８号、３，４４９
，２５０号、３，４９３，５２０号、３，５１９，５６５号、３，６６６，７３０号、３
，６８７，８４９号、および３，７０２，３００号で説明されている。ポリマー性のポリ
アミンにはヒドロカルビルポリアミンが含まれ、ここでヒドロカルビル基は、上述のよう
にイソブテンとラフィネート１流れとのポリマー化の産物から成る。ＰＩＢ－アミンおよ
びＰＩＢ－ポリアミンもまた使用される。
【００８６】
　上述の無灰分散剤の生成方法は、当技術分野に精通した技術者には周知であり、特許文
献に報告されている。例えば、上述のタイプの各種無灰分散剤の合成について、引用する
ことにより本出願に組み込まれている、米国特許第２，４５９，１１２号、２，９６２，
４４２号、２，９８４，５５０号、３，０３６，００３号、３，１６３，６０３号、３，
１６６，５１６号、３，１７２，８９２号、３，１８４，４７４号、３，２０２，６７８
号、３，２１５，７０７号、３，２１６，９３６号、３，２１９，６６６号、３，２３６
，７７０号、３，２５４，０２５号、３，２７１，３１０号、３，２７２，７４６号、３
，２７５，５５４号、３，２８１，３５７号、３，３０６，９０８号、３，３１１，５５
８号、３，３１６，１７７号、３，３３１，７７６号、３，３４０，２８１号、３，３４
１，５４２号、３，３４６，４９３号、３，３５１，５５２号、３，３５５，２７０号、
３，３６８，９７２号、３，３８１，０２２号、３，３９９，１４１号、３，４１３，３
４７号、３，４１５，７５０号、３，４３３，７４４号、３，４３８，７５７号、３，４
４２，８０８号、３，４４４，１７０号、３，４４８，０４７号、３，４４８，０４８号
、３，４４８，０４９号、３，４５１，９３３号、３，４５４，４９７号、３，４５４，
５５５号、３，４５４，６０７号、３，４５９，６６１号、３，４６１，１７２号、３，
４６７，６６８号、３，４９３，５２０号、３，５０１，４０５号、３，５２２，１７９
号、３，５３９，６３３号、３，５４１，０１２号、３，５４２，６８０号、３，５４３
，６７８号、３，５５８，７４３号、３，５６５，８０４号、３，５６７，６３７号、３
，５７４，１０１号、３，５７６，７４３号、３，５８６，６２９号、３，５９１，５９
８号、３，６００，３７２号、３，６３０，９０４号、３，６３２，５１０号、３，６３
２，５１１号、３，６３４，５１５号、３，６４９，２２９号、３，６９７，４２８号、
３，６９７，５７４号、３，７０３，５３６号、３，７０４，３０８号、３，７２５，２
７７号、３，７２５，４４１号、３，７２５，４８０号、３，７２６，８８２号、３，７
３６，３５７号、３，７５１，３６５号、３，７５６，９５３号、３，７９３，２０２号
、３，７９８，１６５号、３，７９８，２４７号、３，８０３，０３９号、３，８０４，
７６３号、３，８３６，４７１号、３，８６２，９８１号、３，８７２，０１９号、３，
９０４，５９５号、３，９３６，４８０号、３，９４８，８００号、３，９５０，３４１
号、３，９５７，７４６号、３，９５７，８５４号、３，９５７，８５５号、３，９８０
，５６９号、３，９８５，８０２号、３，９９１，０９８号、４，００６，０８９号、４
，０１１，３８０号、４，０２５，４５１号、４，０５８，４６８号、４，０７１，５４
８号、４，０８３，６９９号、４，０９０，８５４号、４，１７３，５４０号、４，２３
４，４３５号、４，３５４，９５０号、４，４８５，０２３号、５，１３７，９８０号、
およびＲｅ　２６，４３３号などのような特許に記載されている。
【００８７】
　好適な無灰分散剤の例としてホウ素化された分散剤がある。ホウ素化分散剤は、スクシ
ンイミド分散剤、スクシンアミド分散剤、コハク酸エステル分散剤、コハク酸エステルア
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ミド分散剤、マンニッヒ塩基分散剤、ヒドロカルビルアミンまたはポリアミン分散剤など
のような、分子中に塩基性窒素および／または少なくとも一つの水酸基を有する無灰分散
剤をホウ素化（ホウ酸塩処理）することによって形成される。
【００８８】
　上述の多様な種類の無灰分散剤のホウ素化に使用される方法については、米国特許第３
，０８７，９３６号、３，２５４，０２５号、３，２８１，４２８号、３，２８２，９５
５号、２，２８４，４０９号、２，２８４，４１０号、３，３３８，８３２号、３，３４
４，０６９号、３，５３３，９４５号、３，６５８，８３６号、３，７０３，５３６号、
３，７１８，６６３号、４，４５５，２４３号、および４，６５２，３８７号に記載され
ている。
【００８９】
　ホウ素化された分散剤には、ホウ素化分散剤が約２重量％以下のホウ素を含むように、
ホウ素によって処理された高分子量の分散剤が含まれる。別の例として、ホウ素化分散剤
には、約０．８重量％あるいはそれ以下のホウ素が含まれる。またさらに別の例として、
ホウ素化分散剤には、約０．１重量％から約０．７重量％のホウ素が含まれる。別の例と
して、ホウ素化分散剤には、約０．２５重量％から約０．７重量％のホウ素が含まれる。
またさらに別の例として、ホウ素化分散剤には、約０．３５重量％から約０．７％のホウ
素が含まれる。当分散剤は、取り扱いの便宜のため、適切な粘度のオイルに溶解される。
ここで示されている重量パーセントは、希釈用のオイルが添加されていない、ストレート
の分散剤についてのものであることを理解されたい。
【００９０】
　分散剤は、有機酸、無水有機酸、および／またはアルデヒドとフェノールの混合物とさ
らに反応させられる。このような工程により、例えばエラストマーシールとの互換性が高
められる。ホウ素化分散剤にはさらに、ホウ素化分散剤の混合物が含まれる。さらなる例
として、ホウ素化分散剤は、窒素を含んだ分散剤を含みおよび／またはリンを含まない。
【００９１】
　いくつかの実施態様において、分散剤は単独で、または一種類以上の分散剤との組み合
わせで使用される。使用される分散剤の全量には、パワートランスミッション液中に約５
００ｐｐｍまたはそれ以上の全窒素含有量をもたらすのに十分な量の分散剤が含まれる。
さらに別の例では、使用される分散剤の全量には、約５００ｐｐｍから約３０００ｐｐｍ
の全窒素含有量をもたらすのに十分な量の分散剤が含まれる。またさらに別の例では、使
用される分散剤の全量には、約６００ｐｐｍから約３０００ｐｐｍの全窒素含有量をもた
らすのに十分な量の分散剤が含まれる。また別の例では、使用される分散剤の全量には、
約１０００ｐｐｍから約３０００ｐｐｍの全窒素含有量をもたらすのに十分な量の分散剤
が含まれる。
【００９２】
　窒素含有量はＡＳＴＭ　Ｄ５２９１を使用して決定される。この方法において、試料を
燃焼させ、その燃焼ガスを窒素酸化物について分析する。
基油
　いくつかの実施態様において、当組成物にはさらに基油も含まれている。基油は、例え
ば天然油、合成油、またはそれらの混合物のいずれかから選択される。基油は組成物中に
主要量で存在する。「主要量」とは約５０重量％、あるいはそれ以上を意味することを理
解されたい。
【００９３】
　天然油には、液体石油およびパラフィン系、ナフテン系、あるいはパラフィン系とナフ
テン系の混合タイプの、溶媒処理あるいは酸処理されたミネラル潤滑油のようなミネラル
潤滑油、ならびに、鉱油、植物油（例えばキャスターオイル、ラード油）、動物油が含ま
れる。石炭または頁岩から得られたオイルもまた好適である。基油は通常、１００℃で、
例えば約２ｃＳｔから約１５ｃＳｔ、また別の例としては約２ｃＳｔから約１０ｃＳｔの
粘度を有する。さらに、ガス・ツー・リキッド方法により得られたオイルもまた好適であ
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【００９４】
　合成油には、アルファ－オレフィンのオリゴマー、エステル、フィッシャー・トロプシ
ュ工程により得られたオイル、およびガス・ツー・リキッド燃料の少なくとも一つが含ま
れる。合成油には以下のものが含まれる：ポリマー化およびインターポリマー化されたオ
レフィン（例えば、ポリブチレン、ポリプロピレン、プロピレン、イソブチレンコポリマ
ーなど）のような炭化水素オイル；ポリ（１－ヘキセン）、ポリ－（１－オクテン）、ポ
リ（１－デセン）など、およびそれらの混合物のようなポリアルファオレフィン；アルキ
ルベンゼン（例えば、ドデシルベンゼン、テトラデシルベンゼン、ジ－ノニルベンゼン、
ジ－（２－エチルヘキシル）ベンゼンなど）；ポリフェニル（例えばビフェニル、ターフ
ェニル、アルキル化されたポリフェニルなど）；アルキル化されたジフェニルエーテルお
よびアルキル化されたジフェニルスルフィドおよびそれらの誘導体、類似体、および同族
体など。
【００９５】
　末端水酸基がエステル化、エーテル化などによって変性された場合、アルキレンオキシ
ドポリマーおよびインターポリマー、またそれらの誘導体は、使用され得る他の種類の既
知の合成油を構成する。このようなオイルは、エチレンオキシドまたはプロピレンオキシ
ド、これらのポリオキシアルキレンポリマーのアルキルおよびアリールエーテル（例えば
、平均分子量約１０００のメチル－ポリイソプロピレングリコールエーテル、分子量約５
００から１０００のポリエチレングリコールのジフェニルエーテル、分子量約１０００か
ら１５００のポリプロピレングリコールのジエチルエーテルなど）、またはそれらのモノ
－およびポリカルボン酸エステル、例えば酢酸エステル、Ｃ３－８の混合脂肪酸エステル
、またはテトラエチレングリコールのＣ１３のオキソ酸ジエステルなどのポリマー化によ
って生成されるオイルにより例示される。
【００９６】
　使用され得る別の種類の合成油として、ジカルボン酸（例えば、フタル酸、コハク酸、
アルキルコハク酸、アルケニルコハク酸、マレイン酸、アゼライン酸、スベリン酸、セバ
シン酸、フマル酸、アジピン酸、リノール酸二量体、マロン酸、アルキルマロン酸、アル
ケニルマロン酸など）と、多種のアルコール（例えば、ブチルアルコール、ヘキシルアル
コール、ドデシルアルコール、２－エチルヘキシルアルコール、エチレングリコール、ジ
エチレングリコールモノエーテル、プロピレングリコールなど）とのエステルが含まれる
。これらのエステルの特定の例として、アジピン酸ジブチル、セバシン酸ジ（２－エチル
ヘキシル）、フマル酸ジ－ｎ－ヘキシル、セバシン酸ジオクチル、アゼライン酸ジイソオ
クチル、アゼライン酸ジイソデシル、フタル酸ジオクチル、フタル酸ジデシル、セバシン
酸ジエイコシル、リノール酸二量体の２－エチルヘキシルジエステル、１モルのセバシン
酸と２モルのテトラエチレングリコールおよび２モルの２－エチルヘキサン酸などとを反
応させて得られる複合エステルなどが挙げられる。
【００９７】
　合成油として有用なエステルにはまた、Ｃ５からＣ１２のモノカルボン酸、ポリオール
、およびネオペンチルグリコール、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、ジ
ペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトールなどのようなポリオールエーテルから
生成されるエステルが含まれる。
【００９８】
　従って、ここに記載されている変速機液組成物の生成に使用される基油は、米国石油協
会（ＡＰＩ）基油互換性ガイドラインにより特定された、グループＩからＶの任意の基油
から選択される。
【００９９】
　このような基油のグループは以下の通りである：
【０１００】
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【表１】

【０１０１】
　上述のように、当基油はポリ－アルファ－オレフィン（ＰＡＯ）であり得る。一般に、
ポリ－アルファ－オレフィンは約４から約３０、または約４から約２０、あるいは約６か
ら約１６の炭素原子を有するモノマーから誘導される。有用なＰＡＯの例に、オクテン、
デセン、およびそれらの混合物などから誘導されたＰＡＯが含まれる。ＰＡＯの粘度は、
１００℃で約２ｃＳｔから約１５ｃＳｔ、または約３ｃＳｔから約１２ｃＳｔ、あるいは
約４ｃＳｔから約８ｃＳｔである。ＰＡＯの例に、１００℃で４ｃＳｔのポリ－アルファ
－オレフィン、１００℃で６ｃＳｔのポリ－アルファ－オレフィン、およびそれらの混合
物が含まれる。鉱油と前述のポリ－アルファ－オレフィンの混合物が使用されることもあ
る。
【０１０２】
　基油は、フィッシャー・トロプシュ合成された炭化水素から誘導されたオイルであり得
る。フィッシャー・トロプシュ合成された炭化水素は、フィッシャー・トロプシュ触媒を
使用し、Ｈ２およびＣＯを含んだ合成ガスから生成される。このような炭化水素は一般に
、基油として有用とするためにさらなる工程を必要とする。例えば、当炭化水素は、米国
特許第６，１０３，０９９号または６，１８０，５７５号に開示された工程を使用して水
素異性化されたり、米国特許第４，９４３，６７２号または６，０９６，９４０号に開示
された工程により水素化分解および水素異性化されたり、米国特許第５，８８２，５０５
号に開示された工程により脱ろうされたり、あるいは；米国特許第６，０１３，１７１号
、６，０８０，３０１号、または６，１６５，９４９号に開示された工程により水素異性
化および脱ろうされたりする。
【０１０３】
　上記に開示された種類の、未精製油、精製油、および再精製油の天然または合成油（お
よびこれらのうち二種類以上の混合物）を基油中に使用することができる。未精製油とは
、天然油または合成油から精製処理なしで直接得られたオイルのことである。例えば、レ
トルト採取法で直接得られた頁岩油、一次蒸留により直接得られた石油、またはエステル
化工程によりそれ以上の処理を行わずに直接得られたエステル油などが未精製油である。
精製油とは未精製油と同様のものではあるが、一つ以上の特性を向上させるため、さらに
一段階以上の精製ステップにより処理されたものである。溶媒抽出、二次蒸留、酸または
塩基抽出、ろ過、透過などのような精製技術の多くは、当技術分野に精通した技術者に既
知のものである。再精製油は、すでに使用されている精製油を得るために使用される工程
と同様の方法で得られる。このような再精製油はまた、再生油または再加工油としても知
られ、さらに使用した添加剤、汚染物質、およびオイルの崩壊産物を取り除くための技術
により、追加的に処理される。
その他の添加剤
　いくつかの実施態様において、パワートランスミッション液には、清浄剤、酸化防止剤
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、分散媒、金属活性低下剤、染料、マーカー、銅腐食防止剤、殺虫剤、帯電防止剤、乳化
破壊剤、ディヘイザー、凍結防止剤、潤滑剤、極圧添加剤、低温流動性向上剤、摩擦調整
剤、耐磨耗剤、消泡剤、粘度指数向上剤、防錆剤、シール膨張剤、および空気除去剤など
から選択された、それらに限定はされないが、少なくとも一種類の添加剤が含まれる。
【０１０４】
　少なくとも一種類の添加剤を選択する際、選択された添加剤が、添加剤パッケージおよ
び最終的な組成物中に可溶性であるかまたは安定して分散されること、組成物の他の成分
と相溶性があること、また、より優れた摩擦耐久性、錆防止性、腐食防止性、より優れた
潤滑性、および鉛とのより良い相溶性など、完成した組成物全体に適用されるように必要
とされるあるいは望まれる、組成物の性能特性を著しく阻害しないことを確認することが
大切である。
【０１０５】
　便宜上、少なくとも一種類の添加剤は、希釈される濃縮物として提供される。このよう
な濃縮物は、本開示の一部分を成しており、一般的に約９９重量％から約１重量％の添加
剤と約１重量％から約９９重量％の溶媒または添加剤の希釈剤を含む。ここで溶媒または
希釈剤は、当濃縮物が使用される、自動変速機液のような流体組成物中に混和性及び／又
は可溶性である。当溶媒または希釈剤は、もちろん鉱油（パラフィン系またはナフテン系
のいずれか）、芳香油、合成油、またはそれらの誘導体であり得る。しかしながら、その
他の溶媒または希釈剤の例として、揮発油、灯油、アルコール（例えば、２－エチルヘキ
サノール、イソプロパノール、およびイソデカノール）、高沸点の芳香族溶媒（例えばト
ルエンおよびキシレン）、およびセタン価向上剤（例えば２－エチルヘキシルナイトレー
ト）が含まれる。もちろん、これらは単独あるいは混合物として使用される。
【０１０６】
　通常、性能特性およびベース流体の特性を向上させるのに十分な、少量の添加剤が少な
くとも一種類使用される。添加剤の量は、使用されるベース流体の粘度特性、最終的な流
体の希望の粘度特性、最終的な流体が目標とする使用条件、および最終的な流体に求めら
れる性能特性などの要因によって変化する。
【０１０７】
　いくつかの実施態様において、当添加剤には摩擦調整剤、分散剤、および／またはトッ
プ処理剤として使用される追加的な添加剤が含まれ、またこれらに限定されない。ここで
使用されるトップ処理とは、部分的または完全に配合された（完成した）パワートランス
ミッション液に加えられる、流体組成物のことである。トップ処理は、いつ添加してもか
まわない。例えば、トップ処理剤は、例えば工場などの製造業者、修理サービスなどのエ
ンドユーザー、あるいは流体にトップ処理剤の特性を加えることを望む任意の者によって
添加され得る。
【０１０８】
　当然のことながら、使用される個々の成分はベース流体中に別々に混合されることも、
あるいは希望に応じてさまざまなサブコンビネーションで混合されることもある。通常は
、このような混ぜ合わせ段階の個々の順序は重要ではない。さらに、このような成分を、
希釈剤中の別々の溶液の形態で混合することも可能である。しかしながら、さまざまな実
施態様によると、混合の操作が簡易化され、混合エラーの発生の可能性が減少し、また濃
縮物全体から得られる相溶性および可溶性が生かされるため、添加剤成分は濃縮物の形態
で混合される。
【０１０９】
　さまざまな実施態様によると、自動変速機液組成物は、トルクコンバータ内のような車
のトランスミッション内で使用される。別の実施態様において、開示されたトランスミッ
ション液組成物は、車のトランスミッションに適用される。
摩擦耐久性
　ＬＦＷ－１摩擦試験機を使用して流体を試験することにより、摩擦耐久性を実証するこ
とができる。ＬＦＷ－１とは、ブロックオンリング摩擦試験機のことである。図１はＬＦ
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Ｗ－１ブロックオンリング摩擦試験機の説明図である。
【０１１０】
　試験手順は、紙の摩擦材料を３Ｔ４０バンドからブロックに取り付けることを含む。試
験用のリングは、ＳＡＥ　４６２０スティール、Ｒｃ５８－６３、２２－２８　ＲＭＳで
できたＦａｌｅｘＳ－２５リング（以前は標準リングとして知られていた）である。試験
手順に適用される運用荷重は約２ｌｂｓである。標準ＬＦＷ－１荷重メカニズムにより運
用荷重が３０倍になるため、ブロックおよびリングにかかる荷重は約６０ｌｂｓとなる。
試験に使用される標準温度は１２１℃である。一周期で、リングは約４５秒間で直線的に
０ｍ／秒から約０．５ｍ／秒まで加速し、約４５秒間で０．５ｍ／秒から０ｍ／秒まで減
速する。通常最初の５サイクルは慣らし運転と見なされ、これらのデータは使用されない
。次の１０サイクルで得られたデータを平均する。試験は通常２回行われる。つまり、２
０サイクルのデータを平均して最終的な結果を得る。静摩擦係数は、傾斜角が最も大きい
グラフの前半の点と、傾斜角が最も右下がりなグラフの後半の点を見つけることによって
計算される。最大傾斜角から前方に５％動いた摩擦値と、最低傾斜角から後方に５％動い
た摩擦値とを平均して静摩擦係数が得られる。また最大傾斜角と最低傾斜角の真ん中から
５％の値を平均すると動摩擦係数が得られる。ＬＦＷ－１およびＦａｌｅｘブロックオン
リング機に使用される好適なＡＳＴＭ工程は、Ｄ－２７１４、Ｄ－２９８１、およびＤ－
３７０４である。
【０１１１】
　当明細書および添付の請求項について、特に指示がない場合、量、パーセンテージ、割
合を表すすべての数、および明細書および請求項で使用されている他の数値は、すべての
場合において「約」という言葉で修飾されていることを理解されたい。従って、それ以外
の指示がない限り、以下の明細書および添付の請求項で説明される数値パラメータは、本
発明によって得られることが求められた所望の特性によって変化する近似値である。少な
くとも、また請求項の範囲に均等の原則の適用を限定する意図はなくして、各数値パラメ
ータは計上された有効数字の数を考慮に入れ、また通常の四捨五入の技術を適用して解釈
されるべきである。
【０１１２】
　当発明の広範囲で説明されている数の領域およびパラメータは近似値ではあるが、特定
の例において説明される数値は可能な限り正確に報告されている。しかしながらいかなる
数値も、それぞれの試験測定における標準偏差に起因する、ある種のエラーを本質的に含
んでいる。さらに、ここに開示されたすべての領域は、そこに包含されたすべての部分的
範囲を含むことが理解されている。例えば、「１０以下」という領域には最小値０から最
大値１０までの間の（そしてそれらを含む）すべての部分範囲が含まれる。すなわち、最
小値０から最大値１０までのすべての部分範囲、例えば１から５までが含まれている。
【０１１３】
　本明細書および添付の請求項の英文において、「ａ」、「ａｎ」、および「ｔｈｅ」な
どの単数形を表す単語が使用されていても、明白に、はっきりと単数であることが限定さ
れていない限り、複数の意を含むことに注意されたい。従って、例えば「ａ　ｓｕｃｃｉ
ｎｉｍｉｄｅ」という表現には、二つまたはそれ以上の異なったスクシンイミドも含まれ
るのである。また、ここで使用される「含む（ｉｎｃｌｕｄｅ）」という表現およびその
文法的な変化形は、リストに挙げられた項目が、それらに代用するあるいは付加され得る
他の同様の項目を除外しないように、非限定的であることを意図したものである。
【０１１４】
　本教義の精神または範囲を逸脱することなく、ここに記載されている各種の実施態様に
各種の修正および変更がなされ得ることが、当技術分野に精通した技術者には理解されて
いる。従って、ここに記載されている各種の実施態様は、添付の請求項およびそれらの均
等物の範囲内において、他の修正および変更を含むことが意図されている。
本発明の特徴及び態様を示せば以下のとおりである。
１．次の（ａ）から（ｃ）を含んだ自動変速機液組成物：
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　（ａ）主要の基油；
　（ｂ）一種類以上の摩擦調整剤；ここで一種類以上の摩擦調整剤によってもたらされる
全窒素含有量は約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である。また
　（ｃ）一種類以上の無灰分散剤；ここで一種類以上の無灰分散剤によってもたらされる
全窒素含有量は約５００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である。
【０１１５】
　ここで当自動変速機液の動粘度は１００℃で約４ｃＳｔから約６．５ｃＳｔであり、ま
たブルックフィールド粘度は－４０℃で約４，０００ｃＰから約２０，０００ｃＰである
。
２．上記１に記載の自動変速機液組成物であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤が化学
式（Ｉ）のスクシンイミドを含んで成るもの：
【０１１６】
【化１３】

【０１１７】
　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されてなく、約５から約３０
の炭素原子を含んでなる直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、Ｒ’
は水素、約１から３０の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、およびアリール基、及
び類似体を含むそれらのヘテロ原子（窒素、酸素、または硫黄）から成る群から選択され
る。
３．上記１に記載の自動変速機液組成物であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤が化学
式（ＩＩ）のビス－スクシンイミドを含んで成るもの：
【０１１８】

【化１４】

【０１１９】
　ここでＲ１はＣ６からＣ３０の以下の化学式で表される異性化アルケニル基である：
【０１２０】
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【化１５】

【０１２１】
　ここでｘおよびｙは独立して、その合計が１から３０となる整数であるか、または完全
飽和のアルキル類似体であり、
　Ｒは水素、Ｃ１からＣ２５の直鎖あるいは分岐のアルキルラジカル、Ｃ１からＣ１２の
アルコキシラジカル、およびＣ２からＣ６のアルキレンラジカルから成る群から独立して
選択され、
　ａは１から６までの整数であり、そして
　ｂは０、あるいは１から１０までの整数である。
４．上記１に記載の自動変速機液組成物であり、ここで一種類以上の摩擦調整剤が化学式
（ＩＩＩ）、（ＩＶ）のイミダゾリン、またはそれらの混合物を含んで成るもの：
【０１２２】

【化１６】

【０１２３】
　ここでＲ１はＣ３からＣ３０の直鎖または分岐のアルキル、アルケニル、アリール、あ
るいはそれらのヘテロ原子誘導体、またはプロピレン、イソブチレン、および末端、内部
、およびビニリデン二重結合を有する高級オレフィン、またそれらのヘテロ原子誘導体か
ら誘導したオリゴマー・ポリマーとしてのヒドロカルビル基を含んで成り、またｎは０か
ら５の範囲にある。
５．上記１に記載の自動変速機液組成物であり、ここで一種類以上の摩擦調整剤がアミン
またはアミドを含んで成るもの。
６．次の（ａ）から（ｃ）を含んだ自動変速機液組成物：
　（ａ）主要量の基油；
　（ｂ）次の（１）から（３）からなる群から選択された一種類以上の摩擦調整剤：
（１）化学式（Ｉ）のスクシンイミド：
【０１２４】
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【化１７】

【０１２５】
　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されてなく、約５から約３０
の炭素原子を含んでなる直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、Ｒ’
は水素、約１から３０の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、およびアリール基、及
び類似体を含むそれらのヘテロ原子（窒素、酸素、または硫黄）から成る群から選択され
る。
（２）化学式（ＩＩ）のビス－スクシンイミド：
【０１２６】
【化１８】

【０１２７】
　ここでＲ１はＣ６からＣ３０の以下の化学式で表される異性化アルケニル基であり：
【０１２８】
【化１９】

【０１２９】
　ここでｘおよびｙはその合計が１から３０となる独立した整数であるか、または完全飽
和のアルキル類似体であり、
　Ｒは水素、Ｃ１からＣ２５の直鎖あるいは分岐鎖のアルキルラジカル、Ｃ１からＣ１２
のアルコキシラジカル、およびＣ２からＣ６のアルキレンラジカルから成る群から独立し
て選択され、
　ａは１から６までの整数であり、また
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　ｂは０、あるいは１から１０までの整数である。
（３）化学式（ＩＩＩ）、（ＩＶ）のイミダゾリン、またはそれらの混合物：
【０１３０】
【化２０】

【０１３１】
　ここでＲ１はＣ３からＣ３０の直鎖または分岐のアルキル、アルケニル、アリール、あ
るいはそれらのヘテロ原子誘導体、またはプロピレン、イソブチレン、および末端、内部
、およびビニリデン二重結合を有する高級オレフィン、及びそれらのヘテロ原子誘導体か
ら誘導したオリゴマー／ポリマーとしてのヒドロカルビル基を含んで成り、ここでｎは０
から５の範囲にある。
（４）アミンまたはアミド、及び
　（ｃ）一種類以上の無灰分散剤；
　ここで一種類以上の摩擦調整剤によってもたらされる自動変速機液中の全窒素含有量は
約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上であり、また一種類以上の分散剤によってもたらされ
る全窒素含有量は約５００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である。
【０１３２】
　ここで当自動変速機の動粘度は１００℃で約４ｃＳｔから約６．５ｃＳｔであり、また
ブルックフィールド粘度は－４０℃で約４，０００ｃＰから約２０，０００ｃＰである。
７．上記１または６に記載の自動変速機液組成物であって、ここで一種類以上の摩擦調整
剤によってもたらされる自動変速機液中の全窒素含有量が約６００ｐｐｍから約３０００
ｐｐｍ、また一種類以上の分散剤によってもたらされる全窒素含有量が約６００ｐｐｍか
ら約３０００ｐｐｍであるもの。
８．上記１または６に記載の自動変速機液組成物であって、ここで一種類以上の分散剤が
、スクシンイミド分散剤、コハク酸エステル分散剤、コハク酸エステルアミド分散剤、マ
ンニッヒ塩基分散剤、それらのリン酸化された形態、およびそれらのホウ素化された形態
から成る群から選択された一種類以上の油溶性分散剤を含んでいるもの。
９．上記１または６に記載の自動変速機液組成物であって、ここで一種類以上の分散剤が
、ホウ素化された分散剤、リン酸化された分散剤、ホウ素化かつリン酸化された分散剤、
ホウ素化もリン酸化もされていない分散剤、およびそれらの混合物から成る群から選択さ
れる要素の少なくとも一つを含んでいるもの。
１０．上記１に記載の自動変速機液組成物であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤が、
脂肪族カルボン酸またはその無水物とアンモニアとの反応生成物を含んで成るもの。
１１．上記１０に記載の自動変速機液組成物であって、ここで当反応生成物が、少量の未
反応オレフィンと、化学式（Ｖ）の酸アミドのアンモニウム塩を含むもの：
【０１３３】
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【化２１】

【０１３４】
　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されてなく、約５から約３０
の炭素原子を含んだ直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、ＸはＯ－

ＮＨ４
＋およびＮＨ２から成る群から選択される。

１２．上記１または６の自動変速機液組成物であって、ここで基油が天然油、合成油、お
よびそれらの混合物の少なくとも一つを含むもの。
１３．上記１２に記載の自動変速機液組成物であって、ここで天然油が鉱油および植物油
の少なくとも一つを含むもの。
１４．上記１２に記載の自動変速機液組成物であって、ここで合成油がアルファ－オレフ
ィンのオリゴマー、エステル、フィッシャー・トロプシュ法により得られたオイル、およ
びガス・ツー・リキッド燃料の少なくとも一つを含むもの。
１５．上記１または６の自動変速機液組成物であって、さらに清浄剤、酸化防止剤、金属
活性低下剤、染料、マーカー、銅腐食防止剤、殺虫剤、帯電防止剤、乳化破壊剤、ディヘ
イザー、凍結防止剤、潤滑添加剤、極圧添加剤、低温流動性向上剤，摩擦調整剤、耐磨耗
剤、消泡剤、粘度指数向上剤、防錆剤、シール膨張剤、金属活性低下剤、および空気除去
剤からなる群から選択された少なくとも一種類の添加剤を含んで成る組成物。
１６．上記１または６の自動変速機液組成物であって、ここで当流体が滑りトルクコンバ
ータクラッチ、ロックアップトルクコンバータクラッチ、スターティングクラッチ、およ
び少なくとも一つのシフトクラッチの少なくとも一種類を使用したトランスミッションで
の使用に好適であるもの。
１７．上記１６に記載の自動変速機液組成物であって、ここでクラッチが炭素繊維摩擦材
料を含んで成るもの。
１８．上記１または６の自動変速機液組成物であって、ここで当流体が、ベルト、チェー
ン、ディスク、またはトロイダルタイプの無段変速機での使用に好適であるもの。
１９．上記１または６の自動変速機液組成物であって、ここで当流体が、デュアルクラッ
チトランスミッションでの使用に好適であるもの。
２０．トランスミッションを含む車であって、当トランスミッションが上記１または６に
記載の自動変速機液組成物を含んでいるもの。
２１．上記１または６の自動変速機液組成物をトランスミッションに使用することを含む
、トランスミッションの潤滑方法。
２２．（ａ）から（ｃ）までを含む有効量のパワートランスミッション液を使用すること
により、自動変速機装置の摩擦耐久性を改良する方法であって、
　（ａ）主要量の基油；
　（ｂ）一種類以上の摩擦調整剤；ここで一種類以上の摩擦調整剤によってもたらされる
全窒素含有量は約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である。また
　（ｃ）一種類以上の無灰分散剤；ここで一種類以上の無灰分散剤によってもたらされる
全窒素含有量は約５００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である。
【０１３５】
　ここで当パワートランスミッション液の動粘度は１００℃で約４ｃＳｔから約６．５ｃ
Ｓｔであり、またブルックフィールド粘度は－４０℃で約４，０００ｃＰから約２０，０
００ｃＰである。
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２３．上記２２に記載の方法であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤が化学式（Ｉ）の
スクシンイミドから成るもの：
【０１３６】
【化２２】

【０１３７】
　ここでＲは飽和または不飽和であり、置換されまたは置換されておらず、そして約５か
ら約３０の炭素原子を含んだ直鎖、分岐、および環状ラジカルから成る群から選択され、
またＲ’は水素、約１から３０の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、およびアリー
ル基、及び類似体を含むそれらのヘテロ原子（窒素、酸素、または硫黄）から成る群から
選択される。
２４．上記２２に記載の方法であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤が、化学式（ＩＩ
）のビス－スクシンイミドを含んで成るもの：
【０１３８】

【化２３】

【０１３９】
　ここでＲ１はＣ６からＣ３０の以下の化学式で表される異性化アルケニル基である：
【０１４０】

【化２４】

【０１４１】
　ここでｘおよびｙはそれぞれの合計が１から３０となる独立した整数であるか、または



(30) JP 4677359 B2 2011.4.27

10

20

30

完全飽和のアルキル類似体であり、
　またＲは水素、Ｃ１からＣ２５の直鎖あるいは分岐鎖のアルキルラジカル、Ｃ１からＣ
１２のアルコキシラジカル、およびＣ２からＣ６のアルキレンラジカルから成る群から独
立して選択され、
　ａは１から６までの整数であり、また
　ｂは０、あるいは１から１０までの整数である。
２５．上記２２に記載の方法であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤が化学式（ＩＩＩ
）、（ＩＶ）のイミダゾリン、またはそれらの混合物を含んで成るもの：
【０１４２】
【化２５】

【０１４３】
　ここでＲ１はＣ３からＣ３０の直鎖または分岐のアルキル、アルケニル、アリール、あ
るいはそれらのヘテロ原子誘導体、またはプロピレン、イソブチレン、および末端、内部
、およびビニリデン二重結合を有する高級オレフィン、またそれらのヘテロ原子誘導体か
ら導かれたオリゴマー／ポリマーとしてのヒドロカルビル基を含んで成り、ここでｎは０
から５の範囲にある。
２６．上記２２に記載の方法であって、ここで一種類以上の摩擦調整剤がアミンまたはア
ミドを含んで成るもの。
２７．以下の（ａ）および（ｂ）を含んで成る自動変速機液のトップ処理剤：
　（ａ）一種類以上の摩擦調整剤；ここで一種類以上の摩擦調整剤によってもたらされる
全窒素含有量は約３００ｐｐｍ、あるいはそれ以上である。
【０１４４】
　（ｂ）一種類以上の無灰分散剤。ここで一種類以上の無灰分散剤によってもたらされる
全窒素含有量は約５００ｐｐｍあるいはそれ以上である。
【図面の簡単な説明】
【０１４５】
【図１】図１は、ＬＦＷ－１試験を行うための装置を表した図である。
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